
◎行政機関等の保有する個人情報の適正かつ効果的な活用による

新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活

の実現に資するための関係法律の整備に関する法律 
（平成二八年五月二七日法律第五一号）   

一、提案理由（平成二八年四月一四日・衆議院総務委員会） 

○高市国務大臣 行政機関等の保有する個人情報の適正かつ効果的な活用による新たな

産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するための関係法律

の整備に関する法律案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げま

す。 

 この法律案は、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある

経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることを踏まえ、個人の権利利益

の保護並びに行政機関及び独立行政法人等の事務事業の適正かつ円滑な運営に支障がな

い範囲内において、行政機関等の保有する個人情報を加工して作成する非識別加工情報

を事業の用に供しようとする者に提供するための仕組みを設けるものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず、行政機関非識別加工情報及び独立行政法人等非識別加工情報の提供のための公

正、透明な手続として、提案の募集、提案の審査及び契約の締結などについて、適正な

取り扱いの規律として、行政機関等が安全確保の措置を講ずることなどを定めることと

しています。 

 また、行政機関非識別加工情報等に関する仕組みの円滑な実施のため、行政機関等は、

提案をしようとする者に対する情報の提供及び苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけれ

ばならないことを、個人情報保護委員会は、総合的な案内所を整備すること、同委員会

の行政機関及び独立行政法人等に対する権限として、報告の要求、資料の提出の要求及

び実地調査、指導及び助言並びに勧告を定めることとしています。 

 以上のほか、個人情報の定義の明確化を行うなど所要の規定の整備を行うこととして

います。 

 なお、この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行することとしています。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（平成二八年四月二二日） 

○遠山清彦君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社

会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることを踏まえ、行政並びに独立行政法

人等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営並びに個人の権利利益の保護に支障がない範



囲内において、行政機関及び独立行政法人等の保有する個人情報を加工して作成する非

識別加工情報を事業の用に供しようとする者に提供するための仕組みを設けるほか、所

要の規定の整備を行うものであります。 

 本案は、去る四月十三日本委員会に付託され、翌十四日高市総務大臣から提案理由の

説明を聴取した後、十九日から質疑に入り、同日参考人から意見聴取を行い、二十一日

質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、本案は賛成

多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年四月二一日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、本法が個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権

利利益の保護を目的としていることを踏まえ、行政の適正かつ円滑な運営を図りながら、

個人情報の適正かつ効果的な利活用が進み、活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実

現に資するよう、特に次の諸点につき適切な措置を講ずべきである。 

一 個人情報の定義等を政令等で定めるに当たっては、国民及び事業者等に分かりやす

いものとなるよう、これらの者から幅広く丁寧に意見を聴取するとともに、保護対象

を可能な限り明確化すること。 

二 非識別加工情報の規定の趣旨が個人情報の利活用を促進するものであることに鑑み、

行政機関非識別加工情報等を活用する者が個人情報保護法に基づく匿名加工情報と同

様に取り扱うことができることについて、十分な周知を行うこと。 

三 個人情報保護委員会は、行政機関非識別加工情報等の作成に係る基準を策定するに

当たっては、行政機関及び独立行政法人等の保有する個人情報の特質に十分に配慮す

るとともに、情報通信分野において日々進展する技術革新に伴って、特定の個人を識

別される危険性を排除するために、当該基準に関し、適宜必要な見直しを行うこと。 

四 個人情報保護委員会は、本法を含む個人情報保護法制及び個人情報保護委員会規則

の適切な運用に努めるとともに、事業者や関係団体に対し、利活用に資する情報を提

供する等、必要な支援を行うこと。 

また、そのために、個人情報保護委員会の委員、専門委員及び事務局においては、

行政機関及び独立行政法人等における個人情報保護制度及び民間における個人情報の

利活用の実務について十分な知見を有する者のほか、個人情報が収集され、提供され

る国民の権利利益の保護に精通する者などを適切に登用すること。 

五 今後、各地方公共団体において、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の

保護に関する施策の見直しに向けた検討が行われることが想定されることから、その

円滑な検討に資するよう、速やかに相談窓口を設け、必要な情報提供を行うなど国が

地方公共団体に対して協力を行うための体制整備に努めること。 

六 我が国の個人情報の保護水準が国際的に十分なものであることを、行政機関非識別



加工情報等の制度的な導入も含め、諸外国に積極的に周知し、相互理解を十分に深め

ること。 

七 行政機関等の保有する個人情報には、当該個人情報の取得プロセスにおける義務

性・権力性が高いものや、本人にとって秘匿性が高いものが多いことに鑑み、行政に

対する国民の信頼を確保する観点から、行政機関等は、保有する個人情報の保護に係

る実効性ある情報セキュリティ対策の在り方について不断の検討を行い、必要な対策

を遺漏なく確実に実施すること。 

八 行政機関及び独立行政法人等においては、非識別加工情報が行政機関等の内部にお

いては個人情報に該当することを十分に認識し、個人情報を取り扱う業務に従事する

者のＩＣＴの知識とモラルの向上、法令・情報セキュリティポリシーの遵守の徹底を

図るための研修実施など、継続的な人材育成に必要な措置を講ずるとともに、非識別

加工情報と他の情報との照合は、所掌事務の遂行に必要であり、かつ、人の生命、身

体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合に限る等、個人情報の保護に万全の

体制を構築すること。 

九 本法の適正な運用を確保するため、責任者を定めて責任の所在を明確にするなどの

管理体制の整備、指針の作成、研修の実施等による指導の徹底を図ること。 

十 教育、広報その他の継続的な活動を通じて、個人情報及び非識別加工情報の適正な

取扱いの下での利活用の推進に関する国民の理解と信頼を深めるよう努めること。 

十一 附則第四条に規定する「個人情報の一体的な利用の促進のための措置」を講ずる

に際しては、「法制上の措置」も含めて検討するなど、以上の諸点を踏まえ、必要な

見直しを行うこと。 

右決議する。 

三、参議院総務委員長報告（平成二八年五月二〇日） 

○山本博司君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

本法律案は、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経

済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることを踏まえ、行政並びに独立行

政法人等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営並びに個人の権利利益の保護に支障がな

い範囲内において、行政機関及び独立行政法人等の保有する個人情報を加工して作成す

る非識別加工情報を事業の用に供しようとする者に提供するための仕組みを設けるほか、

所要の規定の整備を行おうとするものであります。 

委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、行政機関等の個人情報

を民間事業者に提供することの是非と安全性確保策、本法律案と個人情報保護法の相違

点とその理由、ＥＵデータ保護規則等への適合性、関係行政機関及び地方公共団体の対

応上の課題等について質疑が行われました。 

質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して吉良よし子委員より



反対する旨の意見が述べられました。 

討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月一九日） 

政府は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に努めるべきである。 

一、本法の規定に基づき個人情報の定義等を政令等で定めるに当たっては、国民及び事

業者等に分かりやすいものとなるよう、これらの者から幅広く丁寧に意見を聴取し、

保護対象を可能な限り明確化すること。 

二、新たに導入される非識別加工情報の規定の趣旨が個人情報の利活用を促進するもの

であることに鑑み、行政機関非識別加工情報等を活用する者が個人情報保護法に基づ

く匿名加工情報と同様に取り扱うことができることについて、十分な周知を行うこと。 

三、個人情報保護委員会は、行政機関非識別加工情報等の作成に係る基準を策定するに

当たっては、行政機関及び独立行政法人等の保有する個人情報の特質に十分に配慮す

るとともに、情報通信分野において日々進展する技術革新に伴って、特定の個人を識

別される危険性を排除するために、当該基準に関し、適宜必要な見直しを行うこと。 

四、個人情報保護委員会が、本法を含む個人情報保護法制及び個人情報保護委員会規則

の適切な運用、及び、事業者や関係団体に対する利活用に資する情報の提供等の必要

な支援を行うため、同委員会の委員、専門委員及び事務局に、行政機関及び独立行政

法人等における個人情報保護制度及び民間における個人情報の利活用の実務について

十分な知見を有する者のほか、個人情報が収集され、提供される国民の権利利益の保

護に精通する者などを適切に登用すること。 

五、行政機関非識別加工情報等の制度的な導入を含め、我が国の個人情報の保護水準が

国際的に十分なものであることを諸外国に積極的に周知し、相互理解を十分に深める

こと。 

六、行政機関等の保有する個人情報には、当該個人情報の取得プロセスにおける義務

性・権力性が高いものや、本人にとって秘匿性が高いものが多いことに鑑み、行政に

対する国民の信頼を確保する観点から、行政機関等は、保有する個人情報の保護に係

る実効性ある情報セキュリティ対策の在り方について不断の検討を行い、必要な対策

を遺漏なく確実に実施すること。 

七、行政機関及び独立行政法人等は、非識別加工情報が行政機関等の内部においては個

人情報に該当することを十分に認識し、非識別加工情報と他の情報との照合は、所掌

事務の遂行に必要であり、かつ、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要

がある場合に限るとともに、個人情報を取り扱う業務に従事する者のＩＣＴの知識と

モラルの向上、法令・情報セキュリティポリシーの遵守の徹底を図るための研修実施



等、継続的な人材育成に必要な措置を講ずるなど、個人情報の保護に万全の体制を構

築すること。 

八、本法の適正な運用を確保するため、関係各機関において責任者を定めて責任の所在

を明確にするなどの管理体制の整備、指針の作成、研修の実施等による指導の徹底を

図ること。 

九、教育、広報その他の継続的な活動を通じて、非識別加工情報の制度の導入に基づく

適正な取扱いの下での個人情報の利活用の推進に関する国民の理解と信頼を深めるよ

う努めること。 

十、今後、各地方公共団体において、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の

保護に関する施策の見直しに向けた検討が行われる場合において、その円滑な検討に

資するよう、速やかに相談窓口を設け、必要な情報提供を行うなど、国が地方公共団

体に対して協力を行うための体制整備に努めること。 

十一、附則第四条に規定する「個人情報の一体的な利用の促進のための措置」を講ずる

に際しては、「法制上の措置」も含めて検討するなど、以上の諸点を踏まえ、必要な

見直しを行うこと。 

右決議する。 


